
地域金融機関と連携した
創業支援・新事業支援

独立行政法人中小企業基盤整備機構近畿本部
経営支援部長 瀬戸口強一

平成27年11月26日地域ワークショップ資料

1



目次

 １．中小企業基盤整備機構について

 ２．創業支援：インキュベーション事業

 ３．新事業創出支援

 ４．新事業支援と経営支援

 ５．地域金融機関と連携した取り組み

 ＜小さな卓越企業発掘＆育成プログラム＞

 ６．経営者の悩みは販路

 ７．「新たな」創業支援としての事業承継

2



１．中小企業基盤整備機構について
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役割

●中⼩機構は、中⼩企業の「創業・新事業展開」、「成⻑・発展」、「セーフティネッ
ト」といった中⼩企業政策全般にわたる総合的な⽀援・実施機関として平成16年７⽉に
設⽴。
●中⼩企業者の多様な経営課題に対し、多様な⽀援ツールや専⾨的な知⾒・経験等を活か
しつつ、「国の政策課題」と「中⼩企業者の⽀援ニーズ」に総合的に対応する唯⼀の独
⽴⾏政法⼈。

組織 理事⻑
副理事⻑
理事

北海道本部、東北本部、関東本部、中部本部、北陸本
部、近畿本部、中国本部、四国本部、九州本部、沖縄
事務所 （※このほか、中⼩企業⼤学校９校設置）

地域本部

総務部、財務部、情報システム基盤センター、企画部、
経営⽀援情報センター、経営⽀援部、国際交流セン
ター、販路⽀援部、事業再⽣⽀援センター、ファンド
事業部、⾼度化事業部、共済事業推進部、震災復興⽀
援部、事業承継・引継ぎ⽀援センター

本部

１．中⼩企業基盤整備機構について

 設 立：平成16年7月（三法人統合）
 資 本 金：1兆1062億5212万8320円
 （平成27年7月15日現在）
 主要拠点：本部（東京）

地域本部等(9地域本部+沖縄事
務所）
中小企業大学校(9校)

 役職員数：役員12名、職員783名
 （平成26年7月1日現在）
（他にｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ等外部専門家約4,000名）
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中小企業基盤整備機構の
地域本部と中小企業大学校
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中⼩企業基盤整備機構と中⼩企業⽀援体制
中⼩企業政策は、関連する様々な組織が連携して実施される。

中⼩企業 385万者（うち⼩規模事業者３３４万者）

中⼩企業庁 （中⼩企業政策の企画・⽴案） 経済産業局（８）

中⼩企業基盤整備機構
（中⼩企業政策の中核的実施機関）

地域本部（９）

中⼩企業
⼤学校（９）

公的⾦融機関等

⽇本政策⾦融公庫（本⽀：153）
商⼯組合中央⾦庫（本⽀：101）

信⽤保証協会（52）

都道府県（47）
市町村（1718）

都道府県等
⽀援ｾﾝﾀｰ
（60）

商⼯会議所
（514）
商⼯会

（1719）等

税理⼠
弁護⼠等

⽇本貿易振興機
構ＪＥＴＲＯ
（国内39）

地域
⾦融機関

よろず⽀援
拠点（47）

地域⽀援機関等

事
業
環
境
整
備

＋
経
営
⽀
援

⽀援機関の
能⼒向上

★認定支援機関23,628（H27.4.16現在）
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中小機構

・仮設店舗・工場整備
・復興支援アドバイザー

被災地支援
海外展開支援

・海外現地調査
・海外見本市出展支援

・再生支援協議会支援
・再生ファンド組成

企業再生支援

・商店街整備
・応援ファンド

地域振興

・起業家と投資家のマッチング
・インキュベーション施設

ベンチャー支援

・事業計画の策定支援
・事業化に向けた支援

地域資源、農商工連携、
新連携支援

・新価値創造展
・販路コーディネート事業
・J Good Tech(BtoB)
・e-コマース(BtoC)

販路開拓

専門家派遣
登録専門家数 4,000人

人材育成
中小企業大学校 全国9校

出資等共済事業
小規模企業共済 123万社

倒産防止共済 35万社

ファンド組成数 180件
高度化融資残高 6,500億円

〈基本機能〉

中小企業基盤整機構の事業概要

支援機関の支援機能の
向上

・よろず支援拠点全国本部

事業承継・引継ぎ支援

・相談、情報提供、後継者研修
・事業引継ぎ支援全国本部
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出 資 先
ファンド数

投 資
累計額

投資先
企業数

ＩＰＯ
企業数うち機構分

起業⽀援ファンド等 89 1,084億円 430億円 2,271社 123社
中⼩企業成⻑⽀援ファンド等 53 684億円 303億円 522社 15社

中⼩企業再⽣ファンド等 38 528億円 239億円 286社 0社
合 計 180 2,296億円 972億円 3,079社 130社（※）

※ ＩＰＯ企業は、異なる複数のファンド区分から出資を受けている場合も含む（重複8社）

中⼩企業基盤整機構のファンド出資事業

◆H23年9⽉期決算にて売上⾼10億円を突破。
◆Ｈ24年12⽉東証マザーズに株式上場
◆今後、バイオ燃料を⽯油企業などと共同開発

し、 「ミドリムシバイオジェット燃料」の事
業化を⽬指す。

㈱ユーグレナ

【特徴】世界で初めてミド
リムシの⾷品⽤途、屋外⼤
量培養に成功した東⼤発ベ
ンチャー

ファンドからの支援
●初回投資：平成21年12月（株式出資）
◆大手事業会社・共同研究企業を紹介
◆テレビショッピング等の販路を紹介

⽀援事例

投資ファンド
中⼩機構（ファンド
総額の1/2以内）
⺠間投資家

投資家（LP) 投資会社
ファンド運営者（GP)

出資

分配

運営
投資

経営支援

投資対象
中⼩企業
⼩規模企業株式売却

事業の仕組み 【ファンド出資事業の特徴】
①政策的意義は⾼いものの、⺠間のみでは組成できな

い⾼リスク⼜は低収益のファンドに出資
②機構は、中⼩企業を⽀援するファンドに対し、総額

の1/2以内をLPとして出資し、ファンド運営は投資
会社が⾏う(機構法及び業務⽅法書に規定)

③有識者による評価委員会の審議を経て出資決定
④ファンドの投資委員会に出席しモニタリング

中⼩機構は、中⼩・ベンチャー企業を⽀援する政策的な意義の⾼い投資ファンド（運営はベンチャーキャピタル等が実施）に出資。
これら企業へのリスクマネー供給の円滑化とハンズオン⽀援を通じて、創業、新事業展開や事業再編、事業再⽣等を⽀援。

①我が国のIPO市場を下⽀え ②投資先企業の高い成長を実現

1. 【新興市場IPO社数推移(H20～24)】 【売上高平均伸び率】 【雇用者数平均伸び率】

直近2年間の新興市場全IPO数の３割
以上は、機構出資ファンドの投資先

ファンド投資先企業の売上高及び雇用者数の平均
伸び率は、中小企業平均を大きく上回っている

（平成26年3月末現在）実績と成果

※再生ファンド等を除く
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海外販路拡⼤・海外拠点設⽴

印

海外展開セミナー
海外展開に取り組む中小企業への情報提供

国際展⽰会出展サポート事業
国内外で開催する国際展⽰会への出展⽀援（被災地商談会を含む）
中⼩企業CEO商談会（海外現地企業との商談会）

国際化⽀援レポート（成功事例、実務情報・事例紹介・ＦＡＱなどをHP等で提供）
海外展開に必要な事業環境整備（海外⽀援機関等との連携事業等）

市場
調査

情報
収集

海外展開を
考え始める

準備

進出対象国の
投資環境・市場動向等
の情報を収集

展⽰会
商談会

中⼩企業基盤整機構の海外展開⽀援事業

海
外
へ
の
販
路
開
拓
や
投
資
を
⽬
指
す
中
⼩
企
業

国際化⽀援アドバイス（無料）
対⾯・電話・ＦＡＸ・Ｅメール 海外展開、国際取引等に関する中⼩企業の経営課題に対応

商談成⽴
海外市場開拓
海外投資・進出

販路拡⼤
海外投資

グローバル⼈材養成・海外取引の契約実務研修
中⼩企業⼤学校による⼈材育成

相
談

海
外
展
開

事
業
推
進

海外展開に係る相談を全国１０カ所で受付（ワンストップ相談窓⼝、平成２３年１２⽉に開設）

セ
ミ
ナ
ー

研
修
・
情
報
提
供

海外ビジネス戦略推進⽀援
F/S(事業化可能性）調査および外国語版ウェブサイト構築を⽀援

海外企業との
ビジネスマッチング
や海外バイヤー等
との商談

ビジネス
マッチング

海外展開
⽬的の明確化 国内準備 海外市場調査

インターネットを活⽤した販路開拓⽀援
ビジネスマッチングサイト等を活⽤し、中⼩企業の販路開拓を⽀援
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中小企業基盤整機構の行うCEO商談会

中小企業基盤整備機構は、日本の中小企業の技術や製品の取り扱い、日本企業
との連携を希望するアジア諸国の企業経営者等を日本に招聘し、日本の中小企業
者と海外企業を結び付ける商談会を開催。

本商談会は、展示会で行われる製品販売が中心の商談ではなく、企業間の『連携』
に焦点をあてたもの。中小企業が海外のローカルパートナー企業と連携することで、
経営リソースが限られ、単独での進出が難しい中小企業者も、海外展開を進められ
るメリットあり。また、現地企業が有する販路先活用も可能となる。

CEO of
SME

日本企業と連携を希望する
海外企業経営者

CEO of
SME

CEO
of SME

中小機構が
海外機関と連携し

選定・招聘

中小
企業

海外展開を目指す中小企業
（海外進出、販路拡大）

商談会

中小企業と海外企業とのマッチング
⇒現地パートナー、販路先の確保
⇒海外展開

中小
企業

中小
企業

Copyright ©2015 SME Support , JAPAN
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２．創業支援：インキュベーション事業
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クリエイション・コア京都御車（京都市上京区）

全国に32施設設置，近畿に11施設

京大桂ベンチャープラザ北・南館（京都市西京区）

２．創業支援：インキュベーション事業
産学公連携で研究開発企業を応援する公的賃貸事業場

Ｄ-ｅｇｇ/同志社大学連携（京田辺市） 創業期にあるベンチャー企業の
育成を担う施設
■ 事業スペース賃貸
■ 開発，事業化ノウハウ，

ネットワーク構築，資金調達等の
経営のソフト面を支援
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⽴命館⼤学BKC⼊居
(ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｰｼﾞｬｰ(IM)に
よる各種⽀援（企業ﾏｯﾁﾝｸﾞ、
資⾦調達⽀援等））

中⼩企業⼤学校関⻄校
（研修受講）

専⾨家継続派遣
（技術営業⼒強化に向けたｱﾄﾞﾊﾞｲｽ）

新連携事業認定
(異業種企業との連携体組成を⽀援に
より、新連携事業認定)

販路開拓ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業
（近畿圏でのﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ）

「サポイン」認定⽀援
（ものづくり基盤技術の研究
開発計画作成に向けたアドバ
イス⽀援等により、国の委託
費を獲得）

管理者育成

営業⼒強化

販路開拓

ファンド出資事業
（ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌｧﾝﾄﾞから投資獲得）

企業連携

経営計画⽴案

《経営課題》

事業所の確保

開発資⾦調達

実⽤化技術の開発

⼊居時点での課題

H23.11国際化⽀援窓⼝相談(中国への
進出⽅法）

H23.10､25.2 窓⼝相談(ｻﾎﾟｲﾝ)

H25.11｢ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌﾟﾗｻﾞ近畿」出場

課題整理 窓⼝相談
（資⾦調達、ｻﾎﾟｲﾝなど9回利⽤）

課題整理

海外展開

資⾦調達

新連携の事業化

近畿⼀番星ﾍﾞﾝﾁｬｰｸﾗﾌﾞ
（経営計画ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ）

n&Nｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進事業
（ﾏｯﾁﾝｸﾞ）

連携先開拓

資⾦調達

認定後5年間 新連携案件の事業化

《⽀援の成果》
○同社は実⽤化技術の開発、管理者育成、事業拡⼤のための資
⾦調達等の複数の課題に直⾯。
○インキュベーション⼊居後、機構の各種⽀援のコーディネー
トにより、新規取引の実現や国の委託費獲得等の成果を上げ、
⼤学発シーズの事業化を達成し、平成２３年９⽉に同インキュ
ベーションを卒業。
その後も、ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌﾟﾗｻﾞ近畿による⽀援、機構ＰＭによる定期
的な相談を⾏うなど、⽀援を継続中。

企業の成⻑に応じた的確な⽀援策の展開

複合支援：経営支援ツールを複合的に利用して成長した事例

H23.9 経営基盤が確立したため ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝを退去

イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
入
居
中

《⽀援の内容》

イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
入
居
中

H22.4

H23.4

H23.9認定

H23.2-23.8

H23.4-23.9

イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン

退
去
後

H16.9入居

H21年度認定

H21.2-22.11

H21年度～

H22･23年度

《企業概要》
企業名：(株)三次元メディア
所在地：滋賀県草津市野路1-15-5ﾌｪﾘｴ南草津4F

（横浜市に営業所を有す）
設⽴ ：平成12年12⽉
資本⾦：165百万円（ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ⼊居時116百万円)
従業員：34名（ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ⼊居時11名）
事業内容：三次元ビジョンシステムの開発販売
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新規事業とその評価

新規事業を評価することは困難である
⽐較対照することができない
 では、何を評価するのか

＜融資担当者の経験から…＞
・新規事業ほど
・売上から遠く
・製造のリスクが高く
・評価の責任が大きい

↓
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３．新事業創出支援
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新事業展開を実施したことによる効果

【出所：2013年版 中小企業白書】
資料：中小企業庁委託「中小企業の新事業展開に関する調査」 (2012年11月、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング(株)) 

(注)1.過去10年の間に新事業展開を実施した企業を集計している。

2.それぞれの項目について、「良い影響」「やや良い影響」を選択した回答を「良い影響 があった」として集計し、「悪い影響」「やや悪い影響」
を選択した回答を「悪い影響 があった」として集計している。

～企業の知名度や信用力の向上、将来性・成長性に良い影響があったとする
企業は6割にものぼり、5割以上の企業が利益の増加を見込んでいる。 ～
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中⼩企業基盤整備機構の新事業創出等⽀援
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錠剤製造で使用する打錠成形用杵の
リサイクル事業

 製薬・健康食品メーカーから使用済みの杵や不用となった在
庫杵を預かり、本体部分は再利用し、杵先端部を新規製作品
に取り換え提供する、業界初のサービス

（資料：中小機構Ｊ－Ｎｅｔ２１、新連携アベニュー「新連携事例」より）

京都市オスカー認定等を
経て、新連携の認定。それ
とともに会社も大きく飛躍。

会社全体でチャレンジする
意欲がさらに高まって増収
増益を続け、地域の金融機
関から大変高い評価
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「ＫＵＭＯＮＯＳ」と「赤外線サーモデルタ」を用いた
新外壁診断システムの 事業化

 建築物の外壁調査として、ひび割れ計測システムと赤外線画
像解析システムを用い、調査・診断から補修計画までの業務
を合理的に行うシステムを確立

（資料：近畿経済産業局、新連携認定事業概要より）21

中小企業基盤整備機構の
ファンドマッチング等を活用。

地域の信用金庫等と連携し
て、技術説明会も行う。

金融機関の表彰制度の受
賞などで、注目度合いを高
めた。



４．新事業支援と経営支援
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プロジェクトマネージャーによる目利き・支援のコーディネート
中小機構

全国ベースの
連携ネットワーク

相談事業

戦略的ＣＩＯ育成支援事業

経営実務支援事業

販路開拓コーディネート事業

専門家継続派遣事業

啓発
セミナー

ビジネス
プラン

セミナー

ビジネス
プラン
発表会

事業構想・プラン
経営課題

事業化
事業拡大

経営基礎強化

成長・発展
～成長発展段階に応じたハンズオン支援～

創業・事業
立ち上げ支援

事業化・成長
支援

課題解決
支援

マッチング
支援

都道府県等中小企業支援センター
地域中小企業支援センター

国の
支援・助成制度

中小機構の
支援・助成制度

民間の支援機関
（VC・金融機関・商社・大学

等）
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連携支援機関としての地域金融機関への期待

①顧客企業の取り組むべきこと
・目標
・課題

②期待
・従前の資金供給 ＋α
・顧客企業への事業拡大等の支援

③メインバンク
・顧客自身の経営課題認識
・コンサルティング機能の発揮

「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針 」参照
24



ライフステージに対応する支援施策を
いかに適切に選択するかがポイント

新規創業

経営改善

事業再生

事業継続性
の課題

事業継承

成長段階

25



５．地域金融機関と連携した取り組み
＜小さな卓越企業発掘＆育成プログラム＞
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近畿経済産業局近畿財務局

中小機構
近畿本部

地
域
金
融
機
関

３機関連携

発掘～選定～支援
～フォローアップ

地域金融機関、近畿経済産業局、中小機構近畿、近畿財務局が連携し、今後成
長が期待される企業の発掘・育成を支援します。また、地域金融機関職員向け講
習会の開催、中小機構近畿が行う訪問支援の現場に地域金融機関職員が同行する
ことで地域金融機関の目利き力の向上を支援します。

企業の選定、支援計画の策定、アドバイ
ザーによる訪問支援、フォローアップ支援
企業の選定、支援計画の策定、アドバイ

ザーによる訪問支援、フォローアップ支援

企業の推薦

同行・金融支援

各種支援策
の活用支援

職員向け講習
会の実施

小さな卓越企業発掘＆育成プログラム
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企業の
ご紹介

中小機構
宛て

打合せ※
金融機関
本部にて

企業への
訪問

※1～３回/社程度

・Ａ社
・Ｂ社
・Ｃ社
・Ｄ社
・Ｅ社

中小機構
近畿

近畿経済
産業局

企業への
訪問
打診

Ａ社 Ｂ社

Ｃ社

ご紹介シート

※
お客様のご紹介理由等
を教えていただいた上
で、訪問先を一緒に決
めさせていただきます。

中小機構 近畿
・J-GoodTech、アドバ

イザー派遣制度の活用
提案ほか

近畿経済産業局
・施策の活用提案ほか

企業のご紹介＆訪問アドバイス

※ご紹介シート

28



ご紹介企業のイメージ

 ■ご紹介いただくお客様のイメージ

 ①優れた技術・製品を有していると考えられ、国内外
の新市場開拓に意欲的である（含む、成長分野の新規事業）。

 ②経営者が開発に対して積極的である。

 ③財務面で大きな問題が見られない。

 ④これまで公的支援機関の手が届いていない。
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金融機関からの声（訪問アドバイスを通じて）

☆融資先の進むべき方向性を具体化していく部分で中小機構にサポートを依頼するメリッ
トを十分に感じることが出来た。

☆地域密着型で企業支援することを本業とし、その本業から生じる資金需要に新規融資
を行うことにより、本業支援・金融支援の連携の実を上げることが課題と感じています。

☆日々の活動の中で、ビジネスマッチング情報を見る習慣を付けて、取引先に対して「情
報」で営業することを心掛けていきたいと思います。

☆同行した経験豊富な専門家による製品使用時の注意書きにおけるポイント、実用新案
の問題点等が、非常に参考になりました。

☆今回、企業様を推薦させて頂いて中小機構の業務内容や企業様が真に望んでおられ
るサポートがより具体的に理解出来たと思います。今後とも、様々な面での企業様のサ
ポートをお願い致します。
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経営者からの声（訪問アドバイスを通じて）

☆金融機関の方にも当社がどんなものを作っているのか？どんな取組をしているのかを
今回、初めて理解してもらえたと思う。今後、金融機関の方には、当社のことを理解した
上で様々なサポートをしてもらえると嬉しい。

☆これまで相談相手がいなかったので、私（社長）の経営課題を聞いてもらえ、課題を整
理してもらえたことに感謝します。

☆専門家派遣制度のアドバイザーが大変熱心で、社員全員がやる気に満ち出し、ドンド
ン会社が良い方向に変わりつつある。ありがとう。

☆自社のみの改善取組はしたくても出来なかった。今回、専門家派遣制度のアドバイ
ザーにより、考え方や進め方を学ぶことが出来ています。ありがとう。

☆中小機構の全国ネットワークのお蔭で、近畿圏外の機関との顔つなぎをしてもらえ、
助かりました。

☆公的機関というものを初めて知った。今後、施策情報をチェックしてみたいが、情報収
集が下手なので、金融機関の営業担当から教えてもらえると嬉しい。
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地域全体での支援事例：川上・川下ビジネスネットワーク事業

神戸商工会議所HPより

金融機関と地域支援機関が連携し、独自の優れた技術や製品を持ち、新しい取引
先、技術提携先などを求める意欲的な中小製造業を支援

32



６．経営者の悩みは販路
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中小企業の経営上の問題点

中小企業景況調査（平成27 年 7 ～ 9 月期）より
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研究
試作品
テスト

テストマー
ケティング

拡
販

開発・
設計

量産タ
イプ

の製作

《特徴》
①自社では手がかりのなかった潜在顧客にアプローチできる。
②販路開拓の計画（マーケティング企画）の精度を高める。
③ユーザー（市場）の声（反応）を受けて、製品の改良点が明確に。
④自社で販路開拓していく流れとポイントを学ぶことができる。

販路開拓コーディネート事業

販路開拓コーディネート事業の対象

下図の「テストマーケティング」段階にある新商品が本事業の対象になります。
＊既に「拡販」段階に入っている場合は、この事業の支援対象外です。
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販路開拓コーディネート事業のフロー図

採択会議

④
マ
ッ
チ
ン
グ

依頼企業

・新規性があり、新たな市場開拓を目指すもの

・開発が終了し、カタログ・説明書など営業ツール

の準備が整っているもの

新商品

販路チーム

プロジェクトマネジャー

チーフアドバイザー

①訪問・相談

②採択申請
と決済

仲介

③コーディネーター
の選定

機構内部

アプローチ先
企業

・顧客

・代理店

・エンドユーザー

など

販路開拓コーディネーター

当事業に登録している約80名の大企業ＯＢ。
現役時代から培った幅広い人脈を有している。

⑤同行訪問

⑤アプローチ
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７．「新たな」創業支援としての事業承継
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事業承継支援の全工程

潜在的に事業承継問題を
抱えている事業者の掘り起こし

掘り起こす

Ｓｔｅｐ１ Ｓｔｅｐ２

課題形成

さばき（く）

Ｓｔｅｐ３

計画策定

確認→決定→繋ぐ

前工程支援

経営者に
よる解決

経営者に
よる解決

専門家に
よる解決

専門家に
よる解決

後工程支援

Ｓｔｅｐ４
取り組む
自社・経営者による課題解決
〈自社・経営者が解決する課題例〉
■事業そのものの課題 ・・ 知的資産の認識と承継上の課題整理
■経営者の課題 ■後継者への財産承継・経営権承継の課題 ■経営体制・組織体制・事業運営体制等の課題

個々の専門家による課題解決

〈専門家の協力により解決する課題例〉
■税務上の課題/法務上の課題／リスク顕在化予防策の課題

★事業承継支援機関の役割 ①進捗状況の確認 ②明らかになった経営課題に対する次なる支援へ
の橋渡し（他の支援機関もある） ③後継者育成 ④全体の継続フォロー
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Step2 の推進体制と役割: 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案件選定 
案件 

【営業店】 【本部・事務局】

支援検討 

【事業承継支援会議】

 構成メンバー 

 ・営業店担当者 

 ・本部担当者 

 ・中小機構 Co 

 
中小機構 

提案 

支援 

【営業店】
 

 

 

 

 

 

 

【営業店】 

継続

支援

事業承継支援力向上 PJ 活動 
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独立行政法人中小企業基盤整備機構

近畿本部 経営支援部

ＴＥＬ ０６－６２６４－８６１３
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